
（別紙１）

政策ごとの予算との対応について（総括表）

(所管）　内閣府所管 （組織）　内閣本府等(除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、特定個人情報保護委員会、金融庁、消費者庁) （単位：千円）

１．公文書等管理政策 2,044,784 2,301,754 256,970 0 0 0

適正な公文書管理の実施 2,044,784 2,301,754 256,970 0 0 0

２．政府広報・広聴 6,497,943 8,297,612 1,799,669 0 0 0

政府広報・広聴による政府施策の理解、協力の促進 6,497,943 8,297,612 1,799,669 0 0 0

３．遺棄化学兵器廃棄処理 26,700,049 31,434,189 4,734,140 0 0 0

遺棄化学兵器廃棄処理事業の推進 26,700,049 31,434,189 4,734,140 0 0 0

４．経済財政政策 739,496 568,712 △ 170,784 0 0 0

経済財政政策の推進 739,496 568,712 △ 170,784 0 0 0

５．地域活性化政策 55,953,408 56,545,559 592,151 0 0 0

地域活性化の推進 55,953,408 56,545,559 592,151 0 0 0

６．地方分権改革の推進 0 0 0 0 0 0

地方分権改革の推進 0 0 0 0 0 0

７．地域経済活性化事業等支援政策の推進 0 0 0 0 0 0

地域経済活性化事業等支援政策の推進 0 0 0 0 0 0

８．科学技術・イノベーション政策 50,395,699 50,388,293 △ 7,406 0 0 0

科学技術・イノベーション政策の推進 50,395,699 50,388,293 △ 7,406 0 0 0

９．宇宙空間の開発・利用の戦略的な推進 12,948,293 15,037,547 2,089,254 0 0 0

宇宙開発利用に関する施策の推進 12,948,293 15,037,547 2,089,254 0 0 0

10．防災政策 4,885,278 4,428,968 △ 456,310 0 0 0

防災政策の推進 4,885,278 4,428,968 △ 456,310 0 0 0

11．原子力災害対策 10,544,000 13,158,000 2,614,000 12,050,172 13,305,937 1,255,765 エネルギー対策特別会計

原子力災害対策の充実・強化 10,544,000 13,158,000 2,614,000 12,050,172 13,305,937 1,255,765

12．沖縄政策 304,863,425 286,148,096 △ 18,715,329 941,678 1,481,357 539,679 東日本大震災復興特別会計

沖縄政策の推進 304,863,425 286,148,096 △ 18,715,329 941,678 1,481,357 539,679

13．共生社会政策 106,457,184 2,324,292 △ 104,132,892 0 0 0

共生社会実現のための施策の推進 106,457,184 2,324,292 △ 104,132,892 0 0 0

政策評価体系
一般会計 特別会計

備考
26年度予算額 27年度予算額 比較増△減額 26年度予算額 27年度予算額 比較増△減額



政策ごとの予算との対応について（総括表）

(所管）　内閣府所管 （組織）　内閣本府等(除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、特定個人情報保護委員会、金融庁、消費者庁) （単位：千円）

政策評価体系
一般会計 特別会計

備考
26年度予算額 27年度予算額 比較増△減額 26年度予算額 27年度予算額 比較増△減額

14．栄典事務の遂行 2,685,039 2,725,895 40,856 0 0 0

栄典事務の適切な遂行 2,685,039 2,725,895 40,856 0 0 0

15．男女共同参画社会の形成の促進 321,442 356,338 34,896 0 0 0

男女共同参画社会の形成の促進 321,442 356,338 34,896 0 0 0

16．食品安全政策 330,583 330,161 △ 422 0 0 0

食品の安全性の確保 330,583 330,161 △ 422 0 0 0

17．公益法人制度の適正な運営の推進 93,837 89,198 △ 4,639 0 0 0

公益法人制度の適正な運営の推進 93,837 89,198 △ 4,639 0 0 0

18．経済社会総合研究 568,173 654,360 86,187 0 0 0

経済社会総合研究の推進 568,173 654,360 86,187 0 0 0

19．迎賓施設の運営 851,832 866,235 14,403 0 0 0

迎賓施設の適切な運営 851,832 866,235 14,403 0 0 0

20．北方領土問題の解決の促進 1,467,561 1,469,893 2,332 0 0 0

北方領土問題の解決の促進 1,467,561 1,469,893 2,332 0 0 0

21.子ども・子育て支援 1,707,029,143 1,890,317,547 183,288,404 1,483,705,155 1,526,205,505 42,500,350 年金特別会計

子ども・子育て支援の推進 1,707,029,143 1,890,317,547 183,288,404 1,483,705,155 1,526,205,505 42,500,350

22．国際平和協力業務等 354,296 350,756 △ 3,540 0 0 0

国際平和協力業務等の推進 354,296 350,756 △ 3,540 0 0 0

23．科学に関する重要事項の審議等 501,026 480,947 △ 20,079 0 0 0

科学に関する重要事項の審議及び研究の連絡 501,026 480,947 △ 20,079 0 0 0

24．官民人材交流センターの運営 262,787 286,091 23,304 0 0 0

官民人材交流センターの適切な運営 262,787 286,091 23,304 0 0 0

2,296,495,278 2,368,560,443 72,065,165 1,496,697,005 1,540,992,799 44,295,794

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．東日本大震災復興特別会計については、内閣府所管のうち内閣本府等（除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、金融庁、消費者庁）のみ
　　 エネルギー対策特別会計については内閣府所管分のみ掲記している。
３．26年度予算額は、27年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
４．26年度予算額は、当初予算額である。

計



（別紙２）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）内閣府所管 （組織）　内閣本府等(除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、特定個人情報保護委員会、金融庁、消費者庁) （単位：千円）

１．公文書等管理政策 2,044,784 2,301,754 256,970

適正な公文書管理の実施 内閣本府 公文書等管理政策費 公文書等管理政策に必要な経費 49,089 52,470 3,381

内閣本府 独立行政法人国立公文書館運営費 独立行政法人国立公文書館運営交付金に必要な経費 1,960,021 2,249,284 289,263

内閣本府 独立行政法人国立公文書館施設整備費 独立行政法人国立公文書館施設整備に必要な経費 35,674 0 △ 35,674

２．政府広報・広聴 6,497,943 8,297,612 1,799,669

政府広報・広聴による政府施策の理解、協力の促進 内閣本府 政府広報費 政府広報の実施等に必要な経費 6,497,943 8,297,612 1,799,669

３．遺棄化学兵器廃棄処理 26,700,049 31,434,189 4,734,140

遺棄化学兵器廃棄処理事業の推進 内閣本府 遺棄化学兵器廃棄処理事業費 遺棄化学兵器廃棄処理事業に必要な経費 26,700,049 31,434,189 4,734,140

４．経済財政政策 739,496 568,712 △ 170,784

経済財政政策の推進 内閣本府 経済財政政策費 経済財政政策の企画立案等に必要な経費 739,496 568,712 △ 170,784

５．地域活性化政策 55,953,408 56,545,559 592,151

地域活性化の推進 内閣本府 地域活性化政策費 地域活性化政策の推進に必要な経費 1,335,408 8,477,559 7,142,151

内閣本府 総合特区推進調整費 総合特区の推進調整に必要な経費 9,500,000 5,000,000 △ 4,500,000

内閣本府 地域再生推進費 地域再生の推進のための施設整備に必要な経費 45,118,000 43,068,000 △ 2,050,000

８．科学技術・イノベーション政策 50,395,699 50,388,293 △ 7,406

科学技術・イノベーション政策の推進 内閣本府 科学技術・イノベーション政策費  総合科学技術・イノベーション政策の企画立案等に必要な経費 395,699 388,293 △ 7,406

内閣本府 科学技術イノベーション創造推進費 科学技術イノベーション創造推進に必要な経費 50,000,000 50,000,000 0

９．宇宙空間の開発・利用の戦略的な推進 12,948,293 15,037,547 2,089,254

宇宙開発利用に関する施策の推進 内閣本府 宇宙開発利用政策費 宇宙開発利用政策の企画立案等に必要な経費 12,948,293 15,037,547 2,089,254

10．防災政策 4,885,278 4,428,968 △ 456,310

防災政策の推進 内閣本府 防災政策費 防災基本政策の企画立案等に必要な経費 4,885,278 4,428,968 △ 456,310

11．原子力災害対策 10,544,000 13,158,000 2,614,000

原子力災害対策の充実・強化 内閣本府
電源開発促進税財源原子力安全規制対策費
エネルギー対策特別会計へ繰入

電源開発促進税財源の原子力安全規制対策に係るエネルギー
対策特別会計電源開発促進勘定へ繰入れに必要な経費

10,544,000 13,158,000 2,614,000

比較増△減額政策評価体系 組織 項 事項 26年度予算額 27年度予算額



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）内閣府所管 （組織）　内閣本府等(除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、特定個人情報保護委員会、金融庁、消費者庁) （単位：千円）

比較増△減額政策評価体系 組織 項 事項 26年度予算額 27年度予算額

12．沖縄政策 304,863,425 286,148,096 △ 18,715,329

沖縄政策の推進 内閣本府 沖縄政策費 沖縄政策の推進に必要な経費 3,975,069 4,837,724 862,655

内閣本府 沖縄政策費 沖縄科学技術大学院大学学園に必要な経費 19,804,059 16,726,307 △ 3,077,752

内閣本府 沖縄振興交付金事業推進費 沖縄振興交付金事業の推進に必要な経費 175,880,917 161,759,005 △ 14,121,912

内閣本府 沖縄北部連携促進特別振興事業費 沖縄北部連携促進特別振興事業に必要な経費 2,572,000 2,572,000 0

内閣本府 沖縄振興推進調査費 沖縄振興推進調査に必要な経費 61,714 61,714 0

内閣本府 沖縄教育振興事業費 公立文教施設整備に必要な経費 8,545,466 8,034,480 △ 510,986

内閣本府 沖縄保健衛生諸費 医師歯科医師等の派遣に必要な経費 4,020 3,639 △ 381

内閣本府 沖縄開発事業費 海岸事業に必要な経費 7,500 7,500 0

内閣本府 沖縄開発事業費 治山事業に必要な経費 288,000 288,000 0

内閣本府 沖縄開発事業費 河川整備事業に必要な経費 2,817,881 2,560,884 △ 256,997

内閣本府 沖縄開発事業費 砂防事業に必要な経費 5,000 5,000 0

内閣本府 沖縄開発事業費 地域連携道路事業に必要な経費 10,030,000 8,253,000 △ 1,777,000

内閣本府 沖縄開発事業費 道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費 4,103,000 4,777,000 674,000

内閣本府 沖縄開発事業費 道路交通円滑化事業に必要な経費 15,128,000 16,268,000 1,140,000

内閣本府 沖縄開発事業費 港湾事業に必要な経費 11,695,133 10,521,441 △ 1,173,692

内閣本府 沖縄開発事業費 道路環境改善事業に必要な経費 1,161,000 1,281,000 120,000

内閣本府 沖縄開発事業費 道路交通安全対策事業に必要な経費 4,463,000 4,083,000 △ 380,000

内閣本府 沖縄開発事業費 水道施設整備に必要な経費 2,530,000 2,547,000 17,000

内閣本府 沖縄開発事業費
良好で緑豊かな都市空間の形成等のための国営公園事業に必
要な経費

3,086,618 3,115,683 29,065

内閣本府 沖縄開発事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 1,595,000 1,166,000 △ 429,000

内閣本府 沖縄開発事業費 農業生産基盤保全管理・整備事業に必要な経費 5,694,227 7,063,478 1,369,251

内閣本府 沖縄開発事業費 農業競争力強化基盤整備事業に必要な経費 5,434,393 4,618,331 △ 816,062

内閣本府 沖縄開発事業費 農地等保全事業に必要な経費 33,311 97,773 64,462

内閣本府 沖縄開発事業費 森林整備事業に必要な経費 270,000 275,000 5,000

内閣本府 沖縄開発事業費 水産基盤整備に必要な経費 3,863,117 3,848,137 △ 14,980

内閣本府 沖縄開発事業費 社会資本総合整備事業に必要な経費 19,243,000 18,805,000 △ 438,000

内閣本府
沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事
業推進費

沖縄北部連携促進特別振興対策に係る特定開発事業の推進に
必要な経費

2,572,000 2,572,000 0



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）内閣府所管 （組織）　内閣本府等(除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、特定個人情報保護委員会、金融庁、消費者庁) （単位：千円）

比較増△減額政策評価体系 組織 項 事項 26年度予算額 27年度予算額

13．共生社会政策 106,457,184 2,324,292 △ 104,132,892

共生社会実現のための施策の推進 内閣本府 共生社会政策費 共生社会政策の企画立案等に必要な経費 2,120,064 2,324,292 204,228

内閣本府 共生社会政策費 保育緊急確保事業に必要な経費 104,337,120 0 △ 104,337,120

14．栄典事務の遂行 2,685,039 2,725,895 40,856

栄典事務の適切な遂行 内閣本府 栄典行政費 栄典事務の適切な遂行に必要な経費 2,685,039 2,725,895 40,856

15．男女共同参画社会の形成の促進 321,442 356,338 34,896

男女共同参画社会の形成の促進 内閣本府 男女共同参画社会形成促進費 男女共同参画社会の形成の促進に必要な経費 321,442 356,338 34,896

16．食品安全政策 330,583 330,161 △ 422

食品の安全性の確保 内閣本府 食品安全政策費 食品健康影響評価技術の研究に必要な経費 194,400 194,400 0

内閣本府 食品安全政策費 食品安全の確保に必要な経費 136,183 135,761 △ 422

17．公益法人制度の適正な運営の推進 93,837 89,198 △ 4,639

公益法人制度の適正な運営の推進 内閣本府 公益法人制度適正運営推進費 公益法人制度の適正な運営の推進に必要な経費 93,837 89,198 △ 4,639

18．経済社会総合研究 568,173 654,360 86,187

経済社会総合研究の推進 内閣本府 経済社会総合研究所 経済社会活動の研究等に必要な経費 568,173 654,360 86,187

19．迎賓施設の運営 851,832 866,235 14,403

迎賓施設の適切な運営 内閣本府 迎賓施設運営費 迎賓施設の運営に必要な経費 851,832 866,235 14,403

20．北方領土問題の解決の促進 1,467,561 1,469,893 2,332

北方領土問題の解決の促進 北方対策本部 北方対策本部 北方領土問題対策に必要な経費 253,026 260,387 7,361

北方対策本部 独立行政法人北方領土問題対策協会運営費
独立行政法人北方領土問題対策協会運営費交付金に必要な経
費

1,214,535 1,209,506 △ 5,029

21.子ども・子育て支援 1,707,029,143 1,890,317,547 183,288,404

子ども・子育て支援の推進 子ども・子育て本部 子ども・子育て本部 子ども・子育て支援に必要な経費 226,600 281,514 54,914

子ども・子育て本部 子どものための教育・保育給付 子どものための教育・保育給付に必要な経費 467,237,855 608,985,513 141,747,658

子ども・子育て本部 子ども・子育て支援年金特別会計へ繰入
子ども・子育て支援の財源の年金特別会計子ども・子育て支援勘
定へ繰入れに必要な経費

1,239,564,688 1,281,050,520 41,485,832

22．国際平和協力業務等 354,296 350,756 △ 3,540

国際平和協力業務等の推進 国際平和協力本部 国際平和協力本部 国際平和協力業務の実施等に必要な経費 354,296 350,756 △ 3,540

23．科学に関する重要事項の審議等 501,026 480,947 △ 20,079

科学に関する重要事項の審議及び研究の連絡 日本学術会議 日本学術会議 科学に関する重要事項の審議等に必要な経費 501,026 480,947 △ 20,079

24．官民人材交流センターの運営 262,787 286,091 23,304

官民人材交流センターの適切な運営 官民人材交流センター官民人材交流センター 官民人材交流センターの運営に必要な経費 262,787 286,091 23,304

2,296,495,278 2,368,560,443 72,065,165

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．26年度予算額は、27年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
３．26年度予算額は、当初予算額である。

計



（別紙３－１）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【エネルギー対策特別会計】

(所管）　内閣府、文部科学省、経済産業省及び環境省所管 （会計）　エネルギー対策特別会計 （単位：千円）

11.原子力災害対策 12,050,172 13,305,937 1,255,765

原子力災害対策の充実・強化 電源開発促進勘定 原子力安全規制対策費 原子力の安全規制対策に必要な経費 12,047,189 12,210,137 162,948

電源開発促進勘定 事務取扱費 原子力の安全規制対策に必要な経費 2,983 1,095,800 1,092,817

12,050,172 13,305,937 1,255,765

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．エネルギー対策特別会計については内閣府所管分のみ掲記している。
３．26年度予算額は、27年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
４．26年度予算額は、当初予算額である。

比較増△減額

計

政策評価体系 勘定 項 事項 26年度予算額 27年度予算額



（別紙３－２）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【東日本大震災復興特別会計】

(所管） （会計）東日本大震災復興特別会計
（組織）　内閣本府等(除く警察庁、宮内庁、
公正取引委員会、金融庁、消費者庁)

（単位：千円）

12．沖縄政策 941,678 1,481,357 539,679

沖縄政策の推進 内閣本府 沖縄教育振興事業費 公立文教施設整備に必要な経費 941,678 1,481,357 539,679

941,678 1,481,357 539,679

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．東日本大震災復興特別会計については、内閣府所管のうち内閣本府等（除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、金融庁、消費者庁）のみ
３．26年度予算額は、26年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
４．26年度予算額は、当初予算額である。

27年度予算額 比較増△減額

計

国会、裁判所、会計検査院、内閣、内閣府、復興庁、総務省、法務省、外務省、
財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、
環境省及び防衛省所管

政策評価体系 組織 項 事項 26年度予算額



（別紙３－３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【年金特別会計】

(所管） （会計）年金特別会計 （単位：千円）

21.子ども・子育て支援 1,483,705,155 1,526,205,505 42,500,350

子ども・子育て支援の推進 子ども・子育て支援勘定 児童手当等交付金 児童手当等交付金に必要な経費 1,417,775,800 1,417,663,660 △ 112,140

地域子ども・子育て支援事業費 地域子ども・子育て支援対策に必要な経費 65,929,355 108,541,845 42,612,490

1,483,705,155 1,526,205,505 42,500,350

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．年金特別会計については、内閣府所管分のみ掲記している。
３．26年度予算額は、27年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
４．26年度予算額は、当初予算額である。

27年度予算額 比較増△減額

計

内閣府及び厚生労働省

政策評価体系 勘定 項 事項 26年度予算額


